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各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省医政局総務課医療国際展開推進室 

 

 

ウクライナから避難を目的として入国した外国人に係る医療機関における 

受入れ環境整備支援について 

 

 

 平素から厚生労働行政の推進に御支援、御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 避難を目的としてウクライナから日本に入国した方（以下「ウクライナ避難民」とい

う。）が医療機関を受診した際の受入環境整備に向けた支援策については、「来日したウ

クライナ避難民の患者受入れ環境整備支援等及び国民健康保険の適用について」（令和

４年４月２０日付け厚生労働省医政局総務課医療国際展開推進室／厚生労働省保険局

国民健康保険課事務連絡）においてお示ししているところです。 

 今般、ウクライナ避難民患者受入れ環境整備に向けた支援策の情報更新について、下

記のとおりお示ししますので、貴都道府県管内の医療機関に対し周知をお願いいたし

ます。 

 なお、国民健康保険及び後期高齢者医療制度が適用されたウクライナ避難民に係る

一部負担金や保険料（税）の取扱いについては、別添のとおり「ウクライナから避難を

目的として入国した外国人に係る国民健康保険及び後期高齢者医療制度の取扱いにつ

いて」（令和４年６月３日付け厚生労働省保険局国民健康保険課／厚生労働省保険局高

齢者医療課事務連絡）において各保険者宛てに周知しているため、ご留意願います。 

 

記 

 

ウクライナ避難民患者の受入環境の整備に向けた支援策（外国人向け多言語説明

資料（ウクライナ語版）の掲載） 

 診療申込書、医療費請求書、診療科毎の問診票、同意書等のウクライナ語版のひな

形について、翻訳が完了した資料から、厚生労働省ホームページで随時掲載を行って

おりますのでご活用下さい（７月上旬を目途に掲載完了予定）。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kokusai/setsume

i-ml.html 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kokusai/setsumei-ml.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kokusai/setsumei-ml.html


事 務 連 絡 
令 和 ４ 年 ６ 月 ３ 日 

都道府県民生主管部（局） 
国民健康保険主管課（部）

御中 
後期高齢者医療主管課（部） 
都道府県後期高齢者医療広域連合事務局 

厚生労働省保険局国民健康保険課 
厚生労働省保険局高齢者医療課 

ウクライナから避難を目的として入国した外国人に係る国民健康保険 
及び後期高齢者医療制度の取扱いについて 

国民健康保険及び後期高齢者医療制度の円滑な運営については、平素より格

段の御協力、御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 
避難を目的としてウクライナから日本に入国した方（以下「ウクライナ避難

民」という。）に係る取扱いについては、「ウクライナから避難を目的として入

国した外国人に係る国民健康保険の適用について」（令和４年３月 18 日付け厚

生労働省保険局国民健康保険課事務連絡）や「来日したウクライナ避難民に対

する後期高齢者医療制度の適用及び適用件数等の調査について」（令和４年４月

25 日付け厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡）等においてお示ししてきた

ところです。 

今般、国民健康保険及び後期高齢者医療制度における保険料、一部負担金等

の取扱いについて、下記のとおりお示ししますので、内容を御了知の上、貴都

道府県内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）及び国民健康保険組合への周知

をお願いします。 

なお、本内容は出入国在留管理庁出入国管理課と調整済みであることを申し

添えます。 

記 

１．出入国在留管理庁が設置する一時滞在施設に入所する身元引受人がないウ

クライナ避難民に係る保険料及び一部負担金の支援について 

身元引受人がないウクライナ避難民（以下「特定避難民」という。）に係る

別添



一部負担金並びに国民健康保険料（税）及び後期高齢者医療保険料について

は、出入国在留管理庁において、以下の財政支援の仕組みを創設したため、

留意すること。なお、当該支援は、特定避難民が一時滞在施設に入所した日

から国外に出国した日までの間（現時点では最長 180 日間を想定）とする。 

（１）一部負担金 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度が適用されている特定避難民が、

保険医療機関等を受診した場合、当該特定避難民は一旦、保険医療機関等の

窓口で一部負担金を負担し、後日、公益財団法人アジア福祉教育財団難民事

業本部（以下「難民事業本部」という。）に対し、保険医療機関等を受診した

際の領収書等を郵送等により提出すれば、一部負担金を後日精算する仕組み

を創設していること。 

（２）国民健康保険料（税）及び後期高齢者医療保険料 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度が適用されている特定避難民は、

市町村から送付される納付書等に基づき、一旦、保険料（税）を納付し、後

日、納付書等の写しを難民事業本部に郵送等により提出すれば、保険料（税）

を後日精算する仕組みを創設していること。 

（３）特定避難民の確認方法 

ウクライナ避難民については、査証に次のとおり記載があるため、保険料

（税）の算定等の際には、必要に応じて確認されたい。 

・身元引受人のあるウクライナ避難民  「UKR」（身寄りあり）

・特定避難民 「UKR－S」（身寄りなし）

２．国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度における既存の配慮措置の適用

について 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度においては、所得の低い世帯等に

ついて、既に以下のような配慮措置を講じているため、ウクライナ避難民につ

いて保険料（税）の算定等の際には、留意されたい。 

（１）国民健康保険料（税） 

低所得者に対する保険料（税）の負担を軽減するため、国民健康保険料（税）

については、世帯に属する被保険者等の前年所得の合計額が一定額以下の場

合に、保険料（税）のうち応益割（被保険者均等割額及び世帯別平等割額）

に係る部分について、前年所得に応じ、その額の７割、５割又は２割を軽減



することとしている。 

ウクライナ避難民については、令和４年１月１日時点で日本に住所を有し

ていないため、身元引受人がないウクライナ避難民の世帯に係る国民健康保

険料（税）の算定に当たっては、簡易申告書等の提出を求めること等により、

前年の国内所得がないと判断できる場合は、応益割の７割を軽減すること。

特定避難民以外のウクライナ避難民については、受け入れ先の世帯状況等を

踏まえた上で判断されたいこと。 

（２）後期高齢者医療保険料 

後期高齢者医療保険料については、低所得者の方には所得水準に応じた保険

料軽減（均等割７割、５割又は２割）を講じている。ウクライナ避難民につい

ては、令和４年１月１日時点で日本に住所を有していないため、特定避難民に

係る後期高齢者医療保険料の算定に当たっては、簡易申告書等の提出を求める

こと等により、前年の国内所得がないと判断できる場合は、均等割の７割を軽

減すること。特定避難民以外のウクライナ避難民については、受け入れ先の世

帯状況等を踏まえた上で判断されたいこと。 

（３）保険料（税）又は一部負担金の減免 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度において、保険者は、条例の定め

るところにより、災害等により生活が著しく困難となった者等、保険料（税）

を納めることができない特別の理由がある者に対し、保険料（税）の減免又は

その徴収猶予を行うことが可能である。 

また、保険者は、特別の理由がある被保険者で、保険医療機関等に一部負担

金を支払うことが困難であると認められる者に対して、一部負担金の減免、又

はその徴収猶予を行うことが可能である。 

市町村の国民健康保険制度担当部局又は後期高齢者医療制度担当部局に、保

険料（税）や一部負担金を支払うことが困難であるウクライナ避難民の被保険

者が相談に訪れた場合は、必要に応じて、当該制度の活用について検討いただ

きたい。 

なお、新型コロナウイルスの影響を受けている生活困窮者等（ウクライナ避

難民を含む。）への生活支援として、保険料及び一部負担金の減免に要する費

用については、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の活用

が可能である。（別添「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金Ｑ

＆Ａ（第８版）」1-27 から 1-29 までを参照） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

Q＆A（第８版／令和４年５月 13 日） 

・本 Q＆A は、令和４年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金のうち通常分交付金（事業者支援交付金、協力要請推進枠交付金、即

時対応特定経費交付金及び検査促進枠交付金を除く臨時交付金をいう。以下

同じ。）の取扱を明確化するためのものです。 

・第７版から内容に変更のあった Q＆A は、見出し冒頭に「★」を付すととも

に、変更箇所にアンダーラインを付しています。 
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１-２６ 公共施設等を休業した場合、利用料収入が無くなることから、当該施

設等の指定管理者への支援に交付金は充当できるか。 

新型コロナウイルス感染症への対応として効果的な対策であり、地域の実 

情に応じて必要な事業であれば、指定管理者への支援金も含め、原則として使

途に制限はない。 

ただし、可能であれば、支援を行うのに合わせて、休業中の施設の再開後に

向けた準備や、施設の改修等の次への備え、３密を回避した上での教育活動の

再開に向けた教育現場への準備の協力など、積極的な協力活動を引き出すよ

うな工夫を検討されたい。 

なお、事業者等への損失補償に関する Q&A（1-24, 1-25）に留意され 

たい。 

１-２７ ★新型コロナウイルス感染症の影響を受けている個人や事業者への

支援のため、地方公共団体が徴収する上下水道料金や公共施設使用料、公

営住宅の家賃、給食費等を減免する場合に交付金を充当できるか。 

本交付金は、新型コロナウイルス感染症への対応として効果的な対策であ

り、地域の実情に応じて必要な事業であれば、地方公共団体が徴収する使用料

等の減免も含め、原則として使途（事業内容）に制限はない。ただし、当該減

免については、経済対策の効果的・効率的な実施の観点から、減免対象を新型

コロナウイルス感染症対応の影響を受けて生活に困っている個人や売上が減

少した事業者といった合理的な範囲とするなど、限られた財源の中で、できる

だけ効果の高い施策となるよう工夫されたい。 

なお、地方公共団体が徴収する使用料等の減免自体は歳入の減少に過ぎな

い一方で、本交付金は、交付対象事業に要する費用のうち実施計画作成地方公

共団体が負担する費用に対して充当するものであること（制度要綱第３の３）

から、本交付金を充当する費用（歳出）を地方公共団体において整理しておく

必要がある。（減免内容を明確にした上で、臨時交付金充当額はその額の範囲

内である必要がある。） 

減免を実施する会計ごとに、実施計画における記載方法としては、以下を参

考にされたい。 

【一般会計・特別会計】 

実施計画の事業概要②（経費内容）は、「○○の減免に係る費用」と記載

し、事業概要③（積算根拠）としては減免額の積算根拠を記載する。 

【公営企業会計】 
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実施計画の事業概要②（経費内容）は、「○○会計に繰り出し、○○の減

免に係る費用」と記載し、事業概要③（積算根拠）としては減免額の積算根

拠を記載する。 

１-２８ 固定資産税や住民税の減免に交付金を充当できるか。 

市町村が独自に固定資産税や住民税を減免した場合の、一般財源の歳入の

減収補填については、「地方公共団体が行う事業の実施に要する費用に対して

充当するもの」であるという本交付金の性質になじまない。 

１-２９ 国民健康保険料等の減免の取扱いについて、1-27 では本交付金が活

用可能とある一方、1-28 では、本交付金の性質になじまないと記載があ

るが、どのように整理すればよいか。また、1-27 の具体例（水道料金減

免、家賃、給食費減免）にない事業も対象となるか。 

本交付金の目的は、地方公共団体が作成した実施計画に基づき実施する「事

業」に対して交付するものであり、何かしらの事由により減少した地方公共

団体の歳入を補填する目的として充当する場合は本交付金の性質になじまな

い。 

一方、単なる減収補填ではなく、コロナ対応として必要な事業に充当する

等歳出を整理されていれば、1-27 の具体例にない事業も対象になり得る。 

１-３０ ★新型コロナウイルス感染症対応として、地方公共団体の庁内環境整

備（庁内向けのテレワーク環境整備等）に交付金を充当できるか。 

新型コロナウイルス感染症対応として必要なテレワーク環境の整備につい

ては、民間企業等に対する助成のほか、地方公共団体が庁内環境の整備を行

う場合についても交付金を充当可能である。 

なお、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」のうち令和４年度コ

ロナ対策予備費（令和４年４月 28 日閣議決定）で確保した予算については、

予備費の使用の趣旨を踏まえ、当該予算の交付対象事業に要件を付している

ため、令和４年４月２８日付事務連絡及び下記「１１「コロナ禍における原油

価格・物価高騰対応分」の取扱いについて」も合わせて確認されたい。 

１-３１ ★制度要綱の別表に掲載された国庫補助事業の地方負担分（補助裏）
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